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巨大災害が都市に及ぼすインパクトの低減に向けて

熊本地震（2016年）等の過去の震災では、1981年以降に建設さ
れた新耐震基準に基づく建築物が、崩壊・倒壊しないことが確認
されている。
一方で、地震後に継続使用できない建築物や復旧に時間を要
する（もしくは技術的には復旧できるが取り壊しとなる）建築物が
多く発生しており、このような被害を低減する必要がある。

熊本地震（2016年）における被害事例
2

非構造壁
柱

梁
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地震時の建築物の被害を低減し、地震後の機能確保を図る考え
方として、住宅性能表示（耐震等級1～3）や官庁施設の耐震安全性
の分類（Ⅰ～Ⅲ類）等が活用できるが、「その効果が具体的に分かり
にくい、対策に使える方法が限られる」といった課題がある。
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住宅性能表示制度
一般社団法人住宅性能評価・表示協会

https://www.hyoukakyoukai.or.jp/download/pamphlet.html

・建築物の耐力を大きくする
ことで、どの程度、被害が
小さくなる？
・耐力を大きくすること以外
に、被害を軽減できる方法
はある？

建築物の所有者、
利用者
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建物のレジリエンス性能指標等の概念
（2020、日本建築学会）

4建築物の所有者、利用者 設計者

・地震時に建物に生じる損傷やその影響
・復旧に必要となる修復方法
・損傷を低減するための対策の効果

等を事前に検討して説明できる

耐震レジリエンス性能が高い建物

：性能低下が小さく、復旧時間が短いもの

地震時に建築物が受ける被害を定量的に示す指標として、建築
物の性能低下と復旧時間に着目した「耐震レジリエンス性能」の
活用が議論されている。設計者がこの指標を活用できるように評
価手法を確立することで、建築物の所有者や利用者のニーズに
あった質の高い建築物の実現や普及が期待される。
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耐震レジリエンス性能の評価

地震時に建築物に生じる
損傷のイメージ

地震後の耐震安全性
• 各部材の損傷から、構造性能の低下を評価し、建物全体で積み上げ。
• 地震後の残存性能（余震に対する安全性）や継続使用の可否の判断に活用。
• 耐震性能残存率Rの算定方法について、各構造で検討。

地震後の復旧性
• 各部材の損傷から、修復時間を計算し、建物全体で積み上げ。
• 建物内の損傷程度のばらつきや広がりを評価できる新たな指標となり、
従来は評価が難しかった設計上の工夫や配慮を反映可能。

← 冗長性の高い建物には、双方の性能が求められる。

柱

梁

損傷が集中
する部位

部材の損傷 部材の修復 5

地震力
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（実施内容）
•評価に必要となる損傷や修復に関する情報の収集・整理
•建築物全体で耐震安全性や復旧性を評価する手法の提案
•提案した手法を用いた設計例の作成
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損傷に関する
データベース

各部材の損傷の程度
を予測

解析モデルを作成し、想
定する地震（極稀）に対し
て、建物がどのように挙動
（変形）するかを計算する。

柱

梁壁

各部材の修復方法・
修復時間等を算定

建築物全体で集計し、
地震後の耐震安全性を評価

建築物全体で集計し、
地震後の復旧性を評価

耐震レジリエンス性能として
総合的に評価（＊検討中）

修復に関する
データベース

情報

（評価のイメージ）

情報
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指定課題における実施内容

（目標）
• 「耐震レジリエンス性能」を、住宅や事務所ビルを含めた幅広い
用途の新築建築物の設計や評価に盛り込む

• 「耐震レジリエンス性能」の向上に効果的な技術を示す
←鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造に適用できる

共通の考え方が必要

7

研究対象 鉄筋コンクリート造 鉄骨造 木造

主担当 坂下（構造G） 長谷川（構造G） 中島（構造G）

対象とした
建築物

連層耐力壁構造
（共同住宅の張間方向）

ラーメン構造
（事務所ビル）

軸組耐力壁構造
（戸建住宅）

損傷・修復
データの

収集・整理を
実施した部位

耐力壁
梁

梁端
ブレース

軸組耐力壁
CLT耐力壁
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損傷や修復に関する情報の収集・整理

• 各部材の修復時間を算定するためには、対象とする建築物の形式ごとに、
部材ごとに地震時に生じる損傷の情報（ひび割れの長さや幅、亀裂や破断
の程度等）に加え、損傷に対応した修復方法の情報（エポキシ樹脂充填、
ガウジング、部材の取り換え等）を整理しておく必要がある。

• このような観点で実施された既往研究が限られるため、実験やヒアリング
によって、必要な情報の収集・整理を行った。

梁・耐力壁の損傷度と修復法
の整理（鉄筋コンクリート造）

梁端の損傷と
修復法の整理（鉄骨造）

軸組耐力壁の損傷と
修復法の整理（木造） 8
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変形

極稀時の
応答点

荷重

×
安全限界

修復限界

代表的な
部材の
損傷度

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

耐震性能
残存率

R
100

R 60＜

建物全体の
被災度

δul

δul

δrl

δrl

×

応答スペクトル
heq1

δ1

δ1

変形

0

軽微 小破 中破 大破

R 95≧ R 80≧ R 60≧

極稀後
の割線剛性

地震後の耐震安全性の評価

• 日本建築防災協会「震災建築物
の被災度判定基準および復旧技
術指針」で用いられている構造躯
体の耐震性能残存率Rを基本とし
た考え方を各構造に適用。

• 地震時の最大変形もしくは累積変
形から、各部材の損傷度（0～Ⅴ）
を定義し、建物全体で積み上げる
（もしくは最大の損傷度を用いる）
ことで評価。

• 建物全体の構造性能をより適切
に評価するための新しい手法に
ついても検討。

被災度 R（%）

軽微 95≦R

小破 80≦R＜95

中破 60≦R＜80

大破 R＜60

倒壊 R≒0

被災度判定基準
における

耐震性能残存率R
の考え方

耐震性能低減率Rのイメージ

国土技術政策総合研究所が実施している総合研究開発プロ
ジェクト「社会環境の変化に対応した住宅・建築物の性能評価
技術の開発（R4～8）」と連携して、評価方法の検討を実施。
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安全限界に対する余裕はどの程度?

地震時の
最大変形 安全限界
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地震後の復旧性の評価

• 衣笠・向井らが提案している理想
修復時間（IRT）の概念に基づいた
評価を実施。

    ← 工学的な評価を行うため、修復に
掛かる時間のみを集計し、調査・設
計・材料手配に掛かる時間等、建
物固有の状況や社会情勢に依存

する時間は除外

• 修復時間は、構造形式や建物規
模等によって異なるため、相対的
な指標（修復限界に対する修復時
間の比率等）についても検討。

修復時間のイメージ

修復時間

変形

極稀時の
応答点

荷重

×
安全限界

修復限界

代表的な
部材の
損傷度

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

δ ul

δ ul

δrl

δrl

IRTｒｌ

応答スペクトル
heq1

δ1

δ1

IRT1

変形

0

極稀後
の割線剛性

極稀時

修復限界

地震時における
建物機能と回復
時間の関係

(衣笠・向井ら)
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修復限界に対する余裕はどの程度?

修復限界

地震時の
最大変形

国土技術政策総合研究所が実施している総合研究開発プロ
ジェクト「社会環境の変化に対応した住宅・建築物の性能評価
技術の開発（R4～8）」と連携して、評価方法の検討を実施。

衣笠秀行：損傷と地震時の経済損失評価，RC構造の性能規定型耐震設計の現状と将来，
日本建築学会大会PD，2021.9
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鉄筋コンクリート造における検討内容
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共同住宅で採用される連層耐力壁を
対象とした載荷実験を行い、耐力壁の損
傷データの収集を行った。
また、下階壁抜け部分の枠梁に配慮し
た設計を行うことで、設計時の想定通り
の崩壊機構が形成されることを確認した。

縮尺40%試験体

各階の荷重変形関係 ひび割れ長さ，浮き・剥落面積等の損傷データの収集 11

地震を模擬した
水平荷重を作用

（1）損傷データの収集を目的とした
 連層耐力壁の載荷実験
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の応答

稀地震時

の応答

修復限界
安全限界 1階

14階

14階建ての連層耐力壁架構の設計
例を作成し、極稀地震時に生じる最大
変形や残留変形等を求めた。
また、各部の損傷状況を基に、極稀
地震時以外の状態も含めて、架構の
代表変形、耐震性能残存率R、修復時
間の関係を求めた。

修復時間
人・日/mまたは

人・日/m2

0.2mm以下 0.029
0.2mm以上 0.238
剥落 7.10

工法

シール工法
低圧樹脂注入工法
RCパッチング工法

修復方法と修復に必要となる時間

検討対象となる構面
（1階が曲げ降伏）
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η 0.95 0.7 0.4 0.1 0

損傷度と耐力低減係数ηの関係

各階の層せん断力－層間変形関係 12

鉄筋コンクリート造における検討内容

1階

2階

3階

ひび割れ
幅

（2）連層耐力壁架構を対象とした試算
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（人日）と
理想修復時間
（日）の関係

13

鉄筋コンクリート造における検討内容

安全限界
に対する余裕は
どの程度?

いずれも
検討中の手法

修復限界
に対する余裕は
どの程度?

（2）連層耐力壁架構を対象とした試算
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鉄骨造における検討内容

14

（1）梁端部の損傷度Dと
被災度区分の関係調査
及び補修方法提案

スカラップ梁端部及びノンスカ
ラップ梁端部について、既往の研
究の実験データを調査して、梁端
部の損傷度D値と被災度区分との
関係を整理し、補修対象である
Ⅱs、Ⅲs、Ⅳsに対応する6通りの
補修方法を検討し、提案した。

スカラップ梁端部の損傷度Dと被災度区分

事務所ビルの梁端部を対象に、地震時の損傷と
修復方法を検討し、修復方法ごとに修復時間やコ
ストの計算方法を提案した。
また、試設計建物を対象に、地震後の継続使用
の可否や修復コスト等を試算した。

地震力

スカラップ

ノンスカラップ

梁柱

梁柱

補修対象

継続使用
可能

補修不可

梁端
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15

（2）梁端部の被災度に応じた補修方法の作業工程等に基づく、工数、コストの
計算方法の提案と計算プラグラムの開発

被災度Ⅱs 被災度Ⅳs 

スカラップ梁端部の被災度区分に応じた補修方法の作業工程と工数等の計算 

被災度Ⅲs 

省略
省略 省略

鉄骨造における検討内容

スカラップ梁、ノンスカラップ梁について、被災度区分（Ⅱs、Ⅲs、Ⅳs）に応じた
補修方法の作業工程、作業内容に基づく補修時間、コストの計算方法を提案し、
任意のH形断面梁部材に関して、これらを自動計算し、集計するプログラムを
開発した。
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鉄骨造における検討内容

4層、9層の試設計建物を対象に、梁端仕様
（スカラップ、ノンスカラップ）をパラメータとし
た地震応答解析により梁端部の損傷度Dを
計算し、耐震性能残存率Rや復旧性（修復工
数、コスト）の評価、地震動特性や梁端仕様
による建物性能の比較を行った。

24m
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スカラップ梁 ノンスカラップ梁

入力地震動は
・極希地震
・長継続時間地震
・断層近傍地震（2倍）
の3通り

試設計建物の概要

極稀地震時の損傷度Dの分布

集計結果

（3）試設計建物（4層、9層事務所ビル）を用いた復旧性評価の計算事例の作成
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木造における検討内容
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戸建住宅を対象に、耐震性能残存率Rや修復時間、コストを試算した。

（１）変形角と仕上げ材や構造材の損傷関係の整理と対応する修復工法の整理

ヒアリングや施工実験、既往の文献等の知見に基づき、各工程に要する時間と
費用を整理した。

開口隅角部の内装下地・壁紙の損傷状況比較
左：被災度区分判定基準 右：当該試験

試験体と加力の様子

地震を模擬した
水平荷重等
を作用
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木造における検討内容

18修復手順の具体的な説明

戸建住宅を対象に、耐震性能残存率Rや修復時間、コストを試算した。

（１）変形角と仕上げ材や構造材の損傷関係の整理と対応する修復工法の整理

ヒアリングや施工実験、既往の文献等の知見に基づき、各工程に要する時間と
費用を整理した。
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木造における検討内容
（２）倒壊解析ソフトWallstatを用いた3階建て住宅の復旧性評価の計算事例の作成

内壁部のみ、東を1階・西を2階、南を3階に読み替え

東 西 南 北 損傷P合計数
時間
（人・日）

費用
（円）

小(Small) Sモル 4.5 4 1.5 10 9.14 211,006 

S吹付

Sサイ

S内 4.5 4 1.5 10 3.01 72,345 

S内のみ 1 3.5 4.5 1.36 32,555 

中(Middle) Mモル 9.5 12.5 6 8 36 18.32 406,290 

Mサイ

M内 9.5 12.5 6 8 36 23.96 544,324 

M内のみ 7.5 1.5 9 5.99 136,081 

大(Large) Lモル 3.5 3.5 6.96 151,283 

Lサイ

L内のみ 0.5 0.5 1.01 21,125 

合計 36.5 34 20 19 109.5 69.75
1,575,009 

④損傷程度毎に損傷した壁を積算
⑤ヒアリングデータから修復時間と費用を算出

外部

内部 損傷
大：オレンジ
中：黄色
小：緑

⑥耐震性能残存率Rを計算

指針表

荷重変形関係

③損傷程度を大中小に色分けし分類

②地震波を入力

①実物件をモデル化

19
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その他の取り組み

これまでに述べてきた設計時の事前検討だけでなく、実際に地震が生じた場合
に、建築物の被害状況を迅速に把握し、早期の復旧に繋げるための研究開発に
ついても、外部の研究機関・協会・民間企業等と連携して実施している。

Rもしくは
使用可能なエリアの割合

時間

地震
発生

状況
把握
期間

*2

復旧
計画
準備
期間

* 3

修復期間
* 4

継続
使用
判断
期間* 1

指定課題における
耐震レジリエンス性能
の直接の評価対象

建築物における
地震後の機能低下から
機能回復に至る流れ

地上型レーザ
スキャナを用いた

損傷箇所の検出・評価

構造性能や
機能等の比率

時間

観測データ

判定データ

観測サーバ

加速度計

通信
機器 データ送信

データ
処理

地震計を用いた
地震直後の
被害状況の
把握，共有

20
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まとめ
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地震後の継続使用や早期復旧を可能とし、建築物の所有者や
利用者のニーズにあった質の高い建築物の実現や普及を進める
ための方法として、「耐震レジリエンス性能」の考え方を新築建築
物の設計や評価に盛り込むための手法について検討した。

鉄筋コンクリート造、鉄骨造、木造の各分野で、評価に必要とな
る損傷や修復時間等のデータ収集や評価手法の提案、設計例の
作成等を進めると共に、地震後の建築物の被害状況を早期に把
握するための研究開発も実施した。

今後は、地震後の耐震安全性と復旧性の評価指標を用いて、 

「耐震レジリエンス性能」を最終的にどのように評価するか議論を
進めると共に、適用範囲の拡大に向けた検討を進めていく予定で
ある。
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